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法的措置の実施要綱  

 
(目的 ) 

第１条 この要綱は、西宮市営住宅条例（平成９年西宮市条例第４４号。以

下「条例」という。）に規定する市営住宅、共同施設、店舗等及び物置並

びに西宮市が管理を受託している兵庫県住宅供給公社住宅（以下「住宅等」

という。）に係る家賃又は使用料（以下「家賃等」という。）滞納者、住宅

等に不正に入居し、又は不正に使用している者、住宅等を長期にわたり使

用していない者、条例第３２条第２項の規定により高額所得者と認定され

た者及び迷惑行為者（以下「滞納者等」という。）に対する法的措置の実

施について、西宮市営住宅等滞納家賃等処理要綱に定めるもののほか、必

要な事項を定め、法的措置の適正かつ円滑な処理を図ることを目的とする。 
 
  (基本方針 ) 

第２条 滞納者等に対し、家賃等及び徴収金の支払い請求又は住宅等の明渡

し請求を行い、請求に応じない場合には訴訟（家賃等及び徴収金の支払い

請求並びに住宅等の明渡し請求訴訟）の提起その他の法的措置を講じるも

のとする。  
 
 (契約解除通知 ) 
第３条 滞納者等の訴えの提起に係る議案案件のうち、緊急性の高いものにつ

いては、市議会の議決承認を待たずに契約解除の通知を送付することとする。 
２ 家賃等滞納者への通知は、納期限を書面到達から１０日以内とし、納期限

の属する月末を契約解除日とする。  
３ 家賃等滞納者以外の者についての契約解除日は別途定めるものとする。  

 
    (法的措置の除外 ) 

第４条 家賃等滞納者が賃貸借契約解除までの間に、当該住宅等の家賃等の

滞納金額及び延滞金額（以下「滞納家賃等」という。）の全額を納付した

とき、又は西宮市営住宅等滞納家賃等処理要綱第８条に規定する契約解除

猶予の申請をなした者については、当該滞納者を法的措置の対象から除外

することができる。ただし、他の明渡し事由に該当する場合を除く。  
 
 (訴え提起前の和解 ) 
第５条  市長は、家賃等滞納者が、家賃等の滞納による住宅等の賃貸借契約  

の解除後から訴訟提起までの間に、滞納家賃等を全額納付し、今後の家賃

等についても納入が得られると認められる場合には、次の各号に掲げる条

件を付して和解をすることができる。ただし、他の明渡し事由に該当する

場合は別途決裁により和解の是非を検討した上で決定する。  
(1)  市は、滞納家賃等の全額納付を確認後、当該住宅等に係る賃貸借契約解

除の意思表示を撤回する。  
(2)  契約解除の意思表示を撤回した後において家賃等滞納者が当該住宅等

について家賃等を３ヶ月以上滞納した場合、市は催告をすることなく当該

住宅等の賃貸借契約を解除し明渡しを求めることができる。  
 
 (訴訟上の和解 ) 
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第６条 市長は、家賃等滞納者が、訴訟提起後、口頭弁論終結時までの間に

滞納家賃等を全額納付し、今後の家賃等についても納入が得られると認め

られる場合には、前条各号に規定する条件を付して和解をすることができ

る。ただし、他の明渡し事由に該当する場合は別途決裁により和解の是非を

検討した上で決定する。  
 

（高額所得者の措置）  
第７条   家賃等滞納者のうち、条例第３２条第２項の規定により高額所得者

と認定された者については、第５条又は前条の規定を適用しない。  
 
（入居の承継）  
第８条   条例第４６条第２項の規定による明渡し請求を行なった者のうち、

滞納家賃等を全額納付した者については、同条例第１９条による入居の承

認が得られる場合に限り、第５条又は第６条の規定を適用する。  
２ 前項の規定は西宮市が管理を受託している兵庫県住宅供給公社住宅に準

用する。   
 

 (判決後の措置 ) 
第９条 市長は、提訴により勝訴判決を得た場合で、滞納者等が当該住宅を

明け渡さないときは、速やかに強制執行の手続を行うものとする。  
 
 (支払督促の申立て ) 
第１０条 家賃等滞納者に対する法的措置として、支払督促による方法が効

果的と判断される場合は、必要に応じ、支払督促の申立てを行い、滞納家

賃等の解消に努めるものとする。  
 
 (法的措置の記録の整理保管 ) 
第１１条 訴訟に至る経緯及び滞納者等への対応状況等、法的措置に必要な

事項を記録し、関係書類とともに整理保管する。  
 
 (補則 ) 
第１２条 この要綱に定めのない事項については、都市局長が別に定める。 
 

   付 則  
  「法的措置の運用基準」は、廃止する。  

この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。  
この要綱は、平成１８年４月１日から実施する。  
この要綱は、平成１９年４月１日から実施する。  
この要綱は、平成２０年４月１日から実施する。  
この要綱は、平成２０年７月１日から実施する。  
この要綱は、平成２０年８月１日から実施する。  
この要綱は、令和４年９月１日から実施する。  

 


